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アジアパシフィックシステム総研株式会社 代表取締役木庭氏からの 
株式譲渡のお知らせ 

 

当社は、平成 17 年９月 27 日開催の取締役会において、平成 17 年７月 12 日に包括業務

提携契約を締結しているアジアパシフィックシステム総研株式会社（登録銘柄コード4727）

代表取締役木庭 清氏保有の同社株式について下記のとおり決議し、本日付で株式譲渡契約

を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 
記 

 
１．株式譲渡の内容 

 

  アジアパシフィックシステム総研株式会社の代表取締役 木庭 清氏保有のアジアパシフィック

システム総研株式 1,000,000 株を相対取引により取得する。 

(１) 日程 

     平成 17 年 10 日４日 相対取引日（第三者割当増資払込期日翌日） 

 

  (２)  取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

    ① 異動前の所有株式数 

（平成 17 年９月 27 日現在）          0 株（所有割合   0 ％） 

                     【議決権の数              0 個】 

        ②  第三者割当増資による取得株式数※ 

（平成 17 年７月 12 日発表分）  4,507,400 株 

                     【議決権の数         45,074 個】 

    ③ 相対取引による取得株式数 

（本件）                      1,000,000 株 

                     【議決権の数         10,000 個】 

    ④ 異動後の所有株式数      5,507,400 株（所有割合 62.58 ％） 

                     【議決権の数     55,074 個】 

 

    ※第三者割当増資による株式取得時点での取得割合は 51.22％（発行済株式数 8,800,000 株）

であります。 

 



 

  (３)  相対取引価額の決定方法 

   平成 17 年 10 月３日の第三者割当増資払込期日に、株式会社ジャスダック証券取引所が

公表したアジアパシフィックシステム総研株式会社株式の最終価格とする。 

 

（注）株式取得資金について 

   借入金による調達を予定しております。 

 

 

２．株式取得目的と理由 

 

 今回の木庭氏からの株式取得は、当社がアジアパシフィックシステム総研株式会社の取得比率を高

めることを目的とし、最終的には、66.7％の取得を目指すものです。 

さらには、代表取締役であり主要株主である木庭氏からの株式譲渡を受けることで、経営基盤をよ

り強固にするためのものであります。 

 

 

３．今後の見通し 

 

  平成 18 年９月期の当社の連結決算において、アジアパシフィックシステム総研株式会社は連結子

会社となる予定であります。したがって、平成 17 年 9 月期の通期連結業績予想につきましては、変

更ありません。なお、平成 18 年９月期以降の、当該子会社化を反映した当社の連結業績見通しにつ

きましては、計数がまとまり次第お知らせする予定であります。 

 

 以  上 


